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環境保全措置 

本事業の事業計画において、基本施設の配置の検討にあたっては、滑走路と誘導路の間隔及

び着陸帯の幅を最小限とすることで、埋立面積を可能な限り小さくするよう環境への配慮を行

いました。また、工事計画検討段階における配慮として、埋立土砂の運搬方法は主に海上運搬

とする計画としました。 

上記を基に、「第 8 章 環境影響評価の結果」において環境要素ごとに環境保全措置の検討を

行いましたが、ここでは各環境要素に関する環境保全措置の実施が、他の環境要素に及ぼす影

響について比較検討を行いました。 

 

1．工事中 

工事中の環境保全措置について、表 9-1.1 に示す環境保全対策を検討しました。また、影響

は小さいと予測された項目についても表 9-1.2 に示す環境配慮事項を検討しました。他の環境

要素に及ぼす影響について比較検討を行った結果、他の環境要素に対する影響はほとんどない

ものと考えられるため、全て実施することとします。 

 

表 9-1.1 造成等の施工による一時的な影響及び建設機械の稼働に対する環境保全対策 

環境 

要素 
内 容 

実施 

主体 
実施方法 効 果 

効果の 

不確実性の 

程度 

措置の実施に 

伴い生ずる 

おそれのある 

環境影響 

水質 

(水の濁り) 

汚濁防止

膜の設置 

（海上） 

事業者 事業実施区域の周

囲に汚濁防止膜を

設置し、工事に伴

う濁水が広範囲に

拡散しないよう配

慮します。 

濁水の海域へ

の拡散が低減

されます。 

効果の不確実性

はありません。 

動物、植物及び

生態系について

も影響が緩和さ

れるものと考え

られます。 
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表 9-1.2(1) 造成等の施工による一時的な影響及び建設機械の稼働に対する環境配慮事項 

環境 
要素 

内 容 
実施 
主体 

実施方法 効 果 
効果の 

不確実性の 
程度 

措置の実施に
伴い生ずる 
おそれのある 
環境影響 

大気質 
(粉じん等) 

定期的な
散水の 
実施 

事業者 環境保全措置の
内容について、工
事関係者に対し
てあらかじめ指
導を行います。 

工事によっ
て発生する
粉じん等が
低減されま
す。 

効果の不確実性
はありません。 

他の環境要素に
対する影響はほ
とんどないもの
と考えられま
す。 

シート等
による防
じん対策
の 実 施
（必要に
応 じ 実
施） 

事業者 環境保全措置の
内容について、工
事関係者に対し
てあらかじめ指
導を行います。 

工事によっ
て発生する
粉じん等が
低減されま
す。 

効果の不確実性
はありません。 

他の環境要素に
対する影響はほ
とんどないもの
と考えられま
す。 

大気質 
(二酸化窒
素) 
 

排出ガス
対策型機
械の使用 

事業者 工事の仕様書に明
記します。 

建設機械の稼
働等に伴って
発生する二酸
化窒素が低減
されます。 

効果の不確実性
はありません。 

他の環境要素に
対する影響はほ
とんどないもの
と考えられま
す。 

大気質 
(二酸化窒
素)、騒音 

過負荷運
転及び不
要なアイ
ドリング
の防止 

事業者 環境保全措置の
内容について、工
事関係者に対し
あらかじめ指導
を行います。 

過剰な二酸
化窒素、騒音
の発生が抑
制されます。 

効果の不確実性
はありません。 

振動についても
影響が緩和され
るものと考えら
れます。 

騒音 低騒音型
建設機械
の使用 

事業者 工事の仕様書に明
記します。 

建設機械の稼
働に伴って発
生する騒音レ
ベルが低減さ
れます。 

効果の不確実性
はありません。 

他の環境要素に
対する影響はほ
とんどないもの
と考えられます。 
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表 9-1.2(2)  造成等の施工による一時的な影響及び建設機械の稼働に対する環境配慮事項 

環境 

要素 
内 容 

実施 

主体 
実施方法 効 果 

効果の 

不確実性の 

程度 

措置の実施に 

伴い生ずる 

おそれのある 

環境影響 

水質 

(水の濁り) 

濁水低減対

策(沈砂池

等) 

事業者 陸上において濁水

低減対策（沈砂池

等）を実施し、海域

への流出を低減し

ます。 

特定の工事に

おける濁りの

発生が抑制さ

れます。 

効果の不確実性

はありません。 

動物、植物及び生

態系についても

影響が緩和され

るものと考えら

れます。 

濁りのモニ

タリング 

事業者 汚濁防止膜周辺に

おいて海域の濁り

（濁度）のモニタ

リングを行うこと

により、濁りの発

生に配慮します。 

― 

(工事中の状

況把握) 

― 他の環境要素に

対する影響はほ

とんどないもの

と考えられます。 

洗浄された

石材の使用 

事業者 護岸工事で投入す

る石材について、

事前に洗浄したも

のを使用し、濁り

の発生を抑制しま

す。 

特定の工事に

おける濁りの

発生が抑制さ

れます。 

効果の不確実性

はありません。 

動物、植物及び生

態系についても

影響が緩和され

るものと考えら

れます。 

注：植物、動物、生態系についての環境配慮事項は、工事中から実施する内容も含みますが、直接改変が完了す
る「施設等の存在及び供用」の環境配慮事項として後述します。 
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表 9-1.3 工事用車両の走行に対する環境配慮事項 

環境 

要素 
内 容 

実施 

主体 
実施方法 効 果 

効果の 

不確実性の 

程度 

措置の実施に伴い

生ずるおそれ 

のある環境影響 

大気質(粉
じん等、二
酸 化 窒
素）、騒音、
振動 

走行車両台

数の時間集

中の回避 

事業者 関係自治体と調整

の上、周辺の教育

施設の登下校時間

等へ配慮しなが

ら、適切な施工管

理を行い、計画的

な運搬を行いま

す。 

工事用車両の

走行によって

発生する粉じ

ん等・二酸化

窒素、騒音、振

動が短時間に

集中すること

を防ぎます。 

効果の不確実性

はありません。 

他の環境要素に

対する影響はほ

とんどないもの

と考えられます。 

大気質 

(粉じん等) 

工事用車両

のタイヤ洗

浄 

事業者 環境保全措置の内

容について、工事

関係者に対してあ

らかじめ指導を行

います。 

粉じん等の発

生を低減でき

ます。 

効果の不確実性

はありません。 

他の環境要素に

対する影響はほ

とんどないもの

と考えられます。 

大気質 
(二酸化窒
素）、騒音、
振動 

基地外にお
ける待機車
両の回避 

事業者 環境保全措置の内
容について、工事
関係者に対してあ
らかじめ指導を行
います。 

過剰な二酸化
窒素、騒音、振
動の発生が抑
制されます。 

効果の不確実性
はありません。 

他の環境要素に
対する影響はほ
とんどないもの
と考えられます。 

騒音 工事用車両
の騒音モニ
タリング 

事業者 工事用車両の騒音
をモニタリングす
ることにより、騒
音の発生に配慮し
ます。 

― 

(工事中の状
況把握) 

― 

 

他の環境要素に対
する影響はほとん
どないものと考え
られます。 
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2．施設等の存在及び供用 

施設の存在及び供用における環境保全措置について、表 9-2.1 に示す環境保全対策を検討し

ました。また、影響は小さいと予測された項目ついても表 9-2.2 に示す環境配慮事項を検討し

ました。他の環境要素に及ぼす影響について比較検討を行った結果、他の環境要素に対する影

響はほとんどないものと考えられるため、全て実施することとします。 

 

表 9-2.1 施設の存在及び施設の供用に対する環境保全対策 

環境 

要素 
内容 

実施 

主体 
実施方法 効果 

効果の 

不確実性の 

程度 

措置の実施に

伴い生ずるお

それのある環

境影響 

植物 

(水生植物) 

ア マ モ

の移植 

事業者 工事実施前に、対象事

業実施区域内で本種

の生育が確認された

場合、施工範囲外の生

育適地に可能な限り

移植します。 

 

アマモに対す

る事業の影響

が小さくなり

ます。 

築城基地周辺

の海域で 3～

4 株しか見つ

からなかった

こと、いずれ

の株の生育状

況は 0～1 株

/m2 程度であ

っ た こ と か

ら、移植後の

生育に不確実

性があると考

えられます。 

他の環境要素

に対する影響

はほとんどな

いものと考え

られます。 

動物 

(水生生物) 

重 要 種

の移植 

事業者 工事実施前に、対象事

業実施区域内に生息

する重要種のうち、事

業による影響が大き

いと予測された種を

施工範囲外の生息適

地に可能な限り移植

します。 

【移植対象種】 

・ウミサボテン 

・バイ 

・カミスジカイコガ

イダマシ 

・タイラギ 

・イセシラガイ 

・イチョウシラトリ 

・サクラガイ 

・ヒメムツアシガニ 

・ヨコナガモドキ 

重要種に対す

る事業の影響

が小さくなり

ます。 

水生生物の移

植に係る知見

が不十分であ

り、不確実性

があると考え

られます。 

 

他の環境要素

に対する影響

はほとんどな

いものと考え

られます。 

注：水生生物の移植対象種には、サイズが小さい種、採泥器を用いた採取で確認されるような埋在性の種、確認

例が少ない種が含まれていることから、具体的な移植方法については、学識者の意見も踏まえて検討し、実

施することとします。 
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表 9-2.2 施設の存在及び施設の供用に対する環境配慮事項の概要 

環境 

要素 
内容 

実施 

主体 
実施方法 効果 

効果の不確

実性の程度 

措置の実施に伴

い生ずるおそれ

のある環境影響 

水質 水質のモ

ニタリン

グ 

事業者 対象事業実施区域周

辺の地点において水

質調査（生活環境項目

等：四季、健康項目等：

2 回）を実施します。 

－ 

(供用後の

状況把握) － 

他の環境要素に

対する影響はほ

とんどないもの

と考えられます。 

底質のモ

ニタリン

グ 

事業者 対象事業実施区域周

辺の地点において底

質調査（2 回）を実施

します。 

－ 

(供用後の

状況把握) 
－ 

他の環境要素に

対する影響はほ

とんどないもの

と考えられます。 

潮流のモ

ニタリン

グ 

事業者 対象事業実施区域周

辺の地点において潮

流調査（四季）を実施

します。 

－ 

(供用後の

状況把握) 
－ 

他の環境要素に

対する影響はほ

とんどないもの

と考えられます。 

植物 

(水生植物) 

動物 

(水生生物) 

生態系 

海藻等の

生育場の

補償 

事業者 海藻類の着生機能を

高めた被覆ブロック

を使用します。 

海藻等の生

育場・海藻

等に依存す

る動物の生

息環境が整

備 さ れ ま

す。 

海藻等の生

育場の補償

の効果に係

る知見が不

十 分 で あ

り、不確実

性があると

考えられま

す。 

他の環境要素に

対する影響はほ

とんどないもの

と考えられます。 

水 生 植

物・水生

生 物 の

モ ニ タ

リング 

事業者 対象事業実施区域周

辺において水生植物・

水生生物(移植対象種

以外)調査を実施しま

す。 

－ 

(供用後の

状況把握) － 

他の環境要素に

対する影響はほ

とんどないもの

と考えられます。 

注：植物、動物、生態系についての環境配慮事項は、工事中から実施する内容も含みますが、ここでは直接改変
が完了する「施設等の存在及び供用」の環境配慮事項として記載しています。 
 

 


